
決 算 報 告 書

（第22期）

自　令和 7年 4月 1日

至　令和 8年 3月31日

株式会社  エコスタイル



 

貸借対照表 

（2026年３月 31日現在） 

（単位：百万円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

【流動資産】 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

商 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 

立 替 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

【固定資産】 

【有形固定資産】 

建 物 及 び 構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

土 地 

そ の 他 

7,309 

1,050 

2,394 

140 

1,543 

1,342 

139 

120 

57 

300 

228 

△8 

4,701 

721 

46 

187 

474 

13 

【流動負債】 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 

1 年内返済予定の長期借入金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

契 約 負 債 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

【固定負債】 

長 期 借 入 金 

長 期 前 受 収 益 

そ の 他 

5,425 

979 

1,274 

60 

1,405 

612 

22 

23 

848 

26 

147 

24 

848 

503 

296 

48 

 

【無形固定資産】 7 負 債 合 計 6,274 

【投資その他の資産】 3,971 純 資 産 の 部 

関 係 会 社 株 式 

関 係 会 社 出 資 金 

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

長 期 前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

340 

22 

3,332 

87 

78 

175 

△64 

【株主資本】 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

  繰 越 利 益 剰 余 金 

5,737 

1,541 

1,036 

1,036 

3,159 

3,159 

3,159 

純 資 産 合 計 5,737 

資 産 合 計 12,011 負 債 及 び 純 資 産 合 計 12,011 

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  



 

損益計算書 

（自 2025年４月１日 至 2026年３月 31日） 

（単位：百万円） 

科 目 金 額 

売上高  12,842 

売上原価  10,814 

売上総利益 

販売費及び一般管理費 

 2,027 

2,382 

営業損失（△） 

営業外収益 

受取利息及び配当金 

損失補填金 

その他 

 

 

31 

14 

6 

△354 

52 

営業外費用 

支払利息及び社債利息 

支払手数料 

その他 

 

47 

3 

15 

65 

経常損失（△）  △368 

特別利益 

  固定資産売却益 

 

0 

0 

特別損失 

固定資産除却損 

投資有価証券売却損 

開発容量違約金 

 

4 

4 

131 

140 

税引前当期純損失（△） 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

 △508 

21 

11 

当期純損失（△）  △541 

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

  



 

株主資本等変動計算書 

（自 2025年４月１日 至 2026年３月 31日） 

（単位：百万円） 

 

株主資本 

純資産 

合計 資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計 資本 

準備金 

資本剰余金

合計 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 1,541 1,036 1,036 3,791 3,791 6,369 6,369 

誤謬の訂正による 

累積的影響額 
   △90 △90 △90 △90 

誤謬処理後当期首残高 1,541 1,036 1,036 3,700 3,700 6,278 6,278 

当期変動額        

当期純損失（△）    △541 △541 △541 △541 

株主資本以外の 

項目の当期変動額

（純額） 

      - 

当期変動額合計 - - - △541 △541 △541 △541 

当期末残高 1,541 1,036 1,036 3,159 3,159 5,737 5,737 

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  



 

個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

 

② その他有価証券 

・市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法を採用しております。 

 

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

・商品 

 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。 

・仕掛品 

 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。 

・原材料 

 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。 

  

（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）及び自社発電所に関する資産、並びに 2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物、機械装置については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物  ２年～15年 

機械及び装置  ３年～17年 

 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。 

  



 

 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

 

（３）引当金の計上方法 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

② 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上し

ております。 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

① オフサイト太陽光発電開発事業 

 オフサイト太陽光発電開発事業については、主に太陽光発電所の「開発」、太陽光発電所の

設計（Engineering）・資材調達（Procurement）・建設（Construction）の一連の工程を請負う

「EPC」、太陽光発電所の運転（Operation）・維持（Maintenance）を請負う「O＆M」及び小売

電気事業者として電力を供給する電力小売を行っております。 

開発・EPCについては、主に顧客との太陽光発電設備譲渡契約等に基づき、当社で開発・EPC

を行った太陽光発電システムの引渡しを行う履行義務を負っており、顧客に当該太陽光発電シ

ステムを引渡した時点で収益を認識しております。なお、当該契約に関する取引の対価は履行

義務の充足時点から概ね２カ月以内で支払いを受けており、対価の金額に重要な金融要素は含

まれておりません。 

O＆Mについては、主に太陽光発電所の運転（Operation）・維持（Maintenance）を請負って

おり、顧客との契約における履行義務の充足に従い、一定期間にわたり収益を認識しておりま

す。なお、当該契約に関する取引の対価は履行義務の充足時点から概ね２カ月以内で支払いを

受けており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。 

電力小売については、主に小売電気事業者として契約者への電力の供給を行っており、契約

条件に従って一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、契約期間にわたり電力の供

給に応じて収益を認識しております。なお、当該契約に関する取引の対価は履行義務の充足時

点から概ね２カ月以内で支払いを受けており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりま

せん。 

  



 

 

② オンサイト太陽光発電開発事業 

オンサイト太陽光発電開発事業については、主に太陽光発電所の「開発」、太陽光発電所の

設計（Engineering）・資材調達（Procurement）・建設（Construction）の一連の工程を請負う

「EPC」、太陽光発電所の運転（Operation）・維持（Maintenance）を請負う「O＆M」を行って

おります。 

開発・EPCについては、主に顧客と工事請負契約等を締結し当該契約に基づいて施工を行う

履行義務を負っており、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足

に係る進捗度に基づき収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定につい

て、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が予想される工事原価の合計に占める割合に

基づいて行っております。ただし、取引開始から完全に履行義務が充足すると見込まれる時点

までの期間がごく短いものについては、顧客が検収した時点で収益を認識しております。な

お、当該契約に関する取引の対価は履行義務の充足時点から概ね２カ月以内で支払いを受けて

おり、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。 

 

③ 太陽光発電事業 

太陽光発電事業では、当社が所有している太陽光発電所が発電した電力を小売電気事業者又

は一般送配電事業者に供給しており、契約条件に従って一定の期間にわたり履行義務が充足さ

れると判断し、契約期間にわたり電力の供給に応じて収益を認識しております。なお、当該契

約に関する取引の対価は履行義務の充足時点から概ね２カ月以内で支払いを受けており、対価

の金額に重要な金融要素は含まれておりません。 

 

④ その他事業 

FIT 太陽光発電開発事業については、主に投資型 FIT太陽光発電所の販売・施工を行ってお

ります。投資型 FIT太陽光発電所の販売・施工のほとんどは、取引開始から完全に履行義務を

充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合に該当すると見込まれていることから、

一定の期間にわたり収益を認識するのではなく、顧客へ当該太陽光発電システムを引渡した時

点で収益を認識しております。なお、当該契約に関する取引の対価は履行義務の充足時点から

概ね２カ月以内で支払いを受けており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。 

 

（５）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

資産に係る控除対象外消費税等の会計処理 

資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は当事業年度の費用として処理しております。 

  



 

 

２．重要な会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年

度に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 
 
繰延税金資産の回収可能性（繰延税金資産 87 百万円） 
繰延税金資産の回収可能性は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって

見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可

能性があり、見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、翌事業年度の計算書類におい

て、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 
 

３．誤謬の訂正に関する注記 

当事業年度において過年度における棚卸資産の過大計上について誤謬を訂正し、累積的影響額

を当事業年度の期首の純資産の帳簿価額に反映しております。 
この結果、株主資本等変動計算書の期首残高は、利益剰余金が 90 百万円減少しております。 
 

  



 

 
４．貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保に供している資産 

売掛金                309百万円 

機械及び装置         34百万円 

土地                 54百万円 

計                 398百万円 

担保に係る債務 

短期借入金       100百万円 

１年内返済予定の長期借入金        819百万円 

長期借入金               356百万円 

計                  1,275百万円 

 

（２）有形固定資産の減価償却累計額       309百万円 

 

（３）保証債務 

 以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。 

株式会社エコスタイルパワープラント８号   1,095百万円 

株式会社エコスタイルパワープラント９号    939百万円 

計                     2,035百万円 

 

（４） 関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く）は次のとおりであります。 

① 短期金銭債権           62百万円 

② 短期金銭債務           116百万円 

 

５．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

売上高            93百万円 

仕入高        14百万円 

販売費及び一般管理費      30百万円 

営業取引以外の取引による取引高           26百万円 

  



 

 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

該当事項はありません。 

 

７．税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内容 

（単位：百万円） 

項目名  

繰延税金資産 

 税務上の繰越欠損金 

 棚卸資産 

 

704 

28 

 投資有価証券 18 

 賞与引当金 46 

 貸倒引当金 23 

 未払事業税 3 

 資産除去債務 14 

その他 12 

【繰延税金資産小計】 852 

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 

 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 

△699 

△58 

【評価性引当額小計】 △757 

【繰延税金資産合計】 95 

繰延税金負債 

資産除去債務対応資産 

 

7 

【繰延税金負債合計】 7 

【繰延税金資産の純額】 87 

  



 

８．関連当事者との取引に関する注記 

（単位：百万円） 

種類 会社の名称 

議決権等の所

有（被所有）

割合(%) 

関連当事者

との関係 
取引内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 

㈱エコスタイ

ルパワー 

所有 

直接 100% 

役員の兼任 

資金貸付 

担保受入 

資金貸付（注 3） 

資金回収 

担保受入（注 2） 

60 

- 

233 

関係会社 

長期貸付金 

- 

596 

 

- 

㈱エコスタイ

ルパワープラ

ント８号 

所有 

直接 100% 

役員の兼任 

資金貸付 

債務保証 

資金貸付（注 3） 

資金回収 

債務保証（注 1） 

50 

17 

1,095 

関係会社 

長期貸付金 

- 

210 

 

- 

㈱エコスタイ

ルパワープラ

ント９号 

所有 

直接 100% 

役員の兼任 

資金貸付 

債務保証 

資金貸付（注 3） 

資金回収 

債務保証（注 1） 

- 

- 

939 

関係会社 

長期貸付金 

- 

210 

 

- 

㈱ES-MIRAI 
所有 

直接 100% 

役員の兼任 

資金貸付 

施工代金 

預かり 

資金貸付（注 3） 

資金回収 

施工代金預かり 

（注 4） 

50 

- 

534 

 

関係会社 

長期貸付金 

未払金 

 

2,228 

 

105 

 

 

取引条件及び取引件の決定方針等 

（注）１．㈱エコスタイルパワープラント８号、㈱エコスタイルパワープラント９号の銀行借入に対して債務保証を

行っております。なお、保証料は受領しておりません。 

２．当社の銀行借入に対して㈱エコスタイルパワーの売電債権及び機械装置等を担保提供しております。 

３．資金の貸付については市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

４．当社は、取引先から子会社の施工代金を代理で預かり、子会社へ支払を行っております。 

  



 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額      594円 10銭 

（２）１株当たり当期純損失      △56円 04銭 

 

10．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 


	エコスタイル単体決算
	（2026年３月31日現在）




